
 

 

 

 

 

平成２７事業年度 

 

 

 

 

決 算 報 告 書 

 

 

 

自 ： 平成 27 年 4 月 1 日 

至 ： 平成 28 年 3 月 31 日 

 

 

 

 

国 立 大 学 法 人 島 根 大 学 

 



差　　額
(決算－予算)

収入
運営費交付金 10,695  10,898  203  （注１）
施設整備費補助金 693  658  △ 35  （注２）
船舶建造費補助金 0  0  0  
施設整備資金貸付金償還時補助金 0  0  0  
補助金等収入 403  381  △ 22  （注３）
国立大学財務・経営センター施設費交付金 53  53  0  
自己収入 19,124  20,515  1,391  
　 授業料、入学料及び検定料収入 3,588  3,369  △ 219  （注４）
　 附属病院収入 15,304  16,755  1,451  （注５）
　 財産処分収入 0  0  0  
　 雑収入 232  391  159  （注６）
産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,314  1,447  133  （注７）
引当金取崩 0  0  0  
長期借入金 0  0  0  
貸付回収金 0  0  0  
承継剰余金 0  0  0  
旧法人承継積立金 0  0  0  
目的積立金取崩 0  0  0  

　　　　　　　　　　計 32,282  33,952  1,670  

支出
業務費 28,552  29,837  1,285  

13,761  13,300  △ 461  （注８）
14,791  16,537  1,746  （注９）

施設整備費 746  711  △ 35  （注１０）
船舶建造費 0  0  0  
補助金等 403  369  △ 34  （注１１）
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,314  1,285  △ 29  （注１２）
貸付金 0  0  0  
長期借入金償還金 1,267  1,264  △ 3  （注１３）
国立大学財務・経営センター施設費納付金 0  0  0  

　　　　　　　　　　計 32,282  33,466  1,184  

0  486  486  

(注) 記載金額については、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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補助金等収入については、年度計画段階では見込額を計上していたが、交付額が見込額より下回ったことによ
り、予算金額に比して決算金額が２２百万円少額となっております。
授業料、入学料及び検定料収入については、在籍者数が予算積算時を下回ったことにより、予算金額に比して
決算金額が２１９百万円少額となっております。
附属病院収入については、病床配分の見直し及び手術件数の増等により、予算金額に比して決算金額が１,４
５１百万円多額となっております。

産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、外部資金の獲得に努めたことにより、予算金額に比して
決算金額が１３３百万円多額となっております。

雑収入については、保育料収入の増及び科学研究費補助金間接経費の獲得等により、予算金額に比して決
算金額が１５９百万円多額となっております。

長期借入金償還金については、利率が予定より下回ったことにより、予算金額に比して決算金額が３百万円少
額となっております。

　 教育研究経費
　 診療経費

収入－支出

施設整備費補助金については、医学部実習棟改修工事契約締結による契約額減少により、予算金額に比して
決算金額が３５百万円少額となっております。

運営費交付金については、学生食堂改修事業など業務達成基準を適用した事業等の前年度からの繰越額に
より、予算金額に比して決算金額が２０３百万円多額となっております。

○予算と決算の差異について

平成２７年度　　決　算　報　告　書

国立大学法人　島　根　大　学

(単位：百万円)

区　　　　　　　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　　考

教育研究経費については、経費節減に努めたこと等により、予算金額に比して決算金額が４６１百万円少額と
なっております。
診療経費については、（注５）に示した理由により病院収入が増収したことによる医薬品、診療用消耗品等の費
用が増加したことにより、予算金額に比して決算金額が１,７４６百万円多額となっております。
施設整備費については、（注２）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が３５百万円少額となっており
ます。
補助金等については、（注３）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が３４百万円少額となっておりま
す。
産学連携等研究費及び寄附金事業費等については、翌年度への繰り延べ額により、予算金額に比して決算金
額が２９百万円少額となっております。


